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2005年7月12日

野村総合研究所
理事長

村 上 輝 康

一橋大学公共政策ワークショップ一橋大学公共政策ワークショップ
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ⅠⅠ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略策定への取組み戦略策定への取組み

ⅡⅡ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略の策定過程戦略の策定過程
１．１． ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡの策定過程の策定過程
２．２． uu--JapanJapan政策の策定過程政策の策定過程

ⅢⅢ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略の評価への取組み戦略の評価への取組み

ⅣⅣ．日本の次期国家．日本の次期国家ICTICT戦略について戦略について

Ｖ．Ｖ． 政策・戦略・パラダイム政策・戦略・パラダイム

一橋大学公共政策ワークショップ一橋大学公共政策ワークショップ
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ⅠⅠ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略策定への取組み戦略策定への取組み

一橋大学公共政策ワークショップ一橋大学公共政策ワークショップ
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日本の国家ＩＴ戦略への取り組み日本の国家ＩＴ戦略への取り組み
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e-Japan2002
プログラム

研究開発の推進

デジタル・デバイドの是正

雇用問題等への対応

国際的な協調・貢献の促進
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界
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IT基本戦略
（２０００．１１．２７）

e-Japan戦略
（２００１．１．２２）

e-Japan
重点計画

ee--Ｊａｐａｎ戦略の展開Ｊａｐａｎ戦略の展開

30-100Mbpsの超高速インターネットアクセスを１０００万世帯に
常時接続の高速インターネットアクセスを３０００万世帯に
２００５年までに「世界最先端のIT国家へ」
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ブロードバンド 2001年6月 2000年6月 普及年速
（単位：万人）
普及率

ADSL 351 68

Cable 195 56

計 546 124

ADSL 291 95

Cable 645 228

計 936 323

ADSL 29 0.1

Cable 97 33

計 126 33

各国のブロードバンド「普及年速」２００１年６月

422

613

93

11.5%

3.3%

1.0%

韓国

米国

日本

注１）「普及年速」とは、ＡＤＳＬおよびＣＡＴＶインターネット加入者数が、各時点において、
過去1年に何万人増加したかを見る指標。
２）普及率の人口の数字は、各国とも2000年の数値を使用。
３ ）ADSL：非対称デジタル加入者線、Cable：CATVインターネット

出所）各国資料より作成

ブロードバンド普及年速ブロードバンド普及年速 １１
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20012001年：日本のブロードバンド元年年：日本のブロードバンド元年

■9月：ヤフーBBが3000円以下で８Mｂｐｓの
ADSLサービス開始→ADSLブーム

■3月：有線ブロードネットワークスが5000円
以下で100Mｂｐｓの光ファイバーBBサー
ビスを開始

■10月：NTTドコモが３G携帯電話サービス
を開始
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ブロードバンド 2004年8月 2003年8月 普及年速
普及率

（世帯普及率）

ADSL 670 639 31

Cable 404 388 16 22.7%

計 1,074 1,027 47 (94.6%)

ADSL 951 647 304

Cable 1,645 1,137 508 9.2%

計 2,596 1,784 812 (26.9%)

ADSL 1,255 888 367

Cable 277 230 46 13.3%

FTTH 160 61 99 (36.2%)

計 1,692 1,179 513

各国のブロードバンド「普及年速」２００４年8月

韓国

米国

日本

注１）「普及年速」とは、ＡＤＳＬおよびＣＡＴＶインターネット加入者数が、各時点において、
過去1年に何万人増加したかを見る指標。
２）米国は2003年12月と2002年12月を比較したもの。
３） 普及率の人口の数字は、各国とも2000年の数値を使用。
４）世帯普及率の世帯数は、韓国1990年、米国1993年、日本2000年の数値を使用
５）ADSL：非対称デジタル加入者線、Cable：CATVインターネット、FTTH：光ファイバー

出所）各国資料より作成

ブロードバンド普及年速 ２
（単位：万人）
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ⅠⅠ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略策定への取組み戦略策定への取組み

ⅡⅡ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略の策定過程戦略の策定過程
１．１． ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡの策定過程の策定過程

一橋大学公共政策ワークショップ一橋大学公共政策ワークショップ
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日本の国家ＩＴ戦略への取り組み日本の国家ＩＴ戦略への取り組み

IT基本
戦略

000               2001               2002               2003   2004               2005               2006          2007               2008               2009               2010

00.11

e-Japan戦略

01.1

02.11

IT戦略の
今後の在り方
に関する
専門調査会

03.7

内閣官房
ＩＴ戦略本部

05.12

e-Japan 戦略Ⅱ
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「「ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡ」の策定過程」の策定過程
専門調査会 重点計画作業

平成14年
（11月22日

11月28日
◆第１回会合）
◆第２回会合
―柱立ての検討

◆第16回会合（12月9日）
―柱立ての審議

◆第３回会合
―新戦略案の検討

12月17日

平成15年
1月22日

2月18日

3月 7日

4月21日

5月15日

7月初旬

◆第６回会合
―「戦略本文原案２次案」議論

（⇒パブリックコメント）

◆第18回会合
―新戦略決定

―新重点計画案審議
（⇒パブリックコメント）

（反映）

（報告）

◆第４回会合
―新戦略案の検討

◆第５回会合
―「戦略本文原案１次案」議論

◆第７回会合
―「戦略本文原案３次案」議論

3月26日

（提出）

◆第８回会合
―「戦略本文原案」取り纏め （再提

出）

◆第17回会合（3月7日）
―新戦略案審議

―重点計画検討
作業

◆第19回会合
―新戦略確定

―新重点計画決定7月―8月

ＩＴ戦略本部

12Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

１．１．ITITの利活用を正面に据えたの利活用を正面に据えたITIT戦略である戦略である
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諸外国における国家IT戦略
米国 Networking and IT R&D (2001～）

ＥＵ eEurope 2005 An Informaiton
Society For All (2002～2005)

韓国 eKorea Vision 2006 (2002～2006)

中国 中国「十五計画」 第10次5ヶ年計画
（2001～2005）

・高性能ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの開発

・大規模ﾈｯﾄﾜｰｸの構築

・高信頼度ｿﾌﾄｳｪｱの開発

・ﾋｭｰﾏﾝｲﾝﾀｰﾌｪｰｽの向上

・ｿﾌﾄｳｪｱﾃﾞｻﾞｲﾝと生産性の向上

・IT分野の人材育成

・最新のｵﾝﾗｲﾝ公共ｻｰﾋﾞｽ
（eｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄ・eﾗｰﾆﾝｸﾞ・eﾍﾙｽ）
・活発なeﾋﾞｼﾞﾈｽ環境
・低料金で広く利用可能な
ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｱｸｾｽ

・安全な情報通信ｲﾝﾌﾗ 等

・国民の情報活用能力を極大化

・全産業の国際競争力強化

・透明で生産的なｽﾏｰﾄ政府を実現

・情報ｲﾝﾌﾗの高度化とIT産業育成
・国際協力強化

・ITの幅広い応用
・情報ｲﾝﾌﾗの整備

・電子・情報製品製造業の発展

•Network Trust(S,R&P)
•MES(Micro & Embedded Sensor)
•ITの社会経済的インパクト
•Bio-Informatics等22億ドル

・各国に勧告

・ＥＴＲＩがＵ－Ｋｏｒｅａ構想

14Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

「「ee－－JapanJapan戦略戦略ⅡⅡ」の構成」の構成
I．基本理念
1.我が国のIT革命への取り組みと今後の課題
2.戦略思想
3.IT戦略本部による主導体制の確立

II．先導的取り組みによるIT利活用の推進
1.「医療」
2.「食」
3.「生活」
4.「中小企業金融」
5.「知」
6.「就労・労働」
7.「行政サービス」

III．新しいIT社会基盤の整備
1.次世代情報通信基盤の整備
2.安全・安心な利用環境の整備
3.次世代の知を生み出す研究開発の推進
4.利活用時代のIT人材の育成と学習の振興
5.ITを軸とした新たな国際関係の展開

IV．方策一覧表
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１．１．ITITの利活用を正面に据えたの利活用を正面に据えたITIT戦略である戦略である
２．構造改革と新価値創造を軸にした２．構造改革と新価値創造を軸にしたITIT利活用利活用

16Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

ee--JapanJapan戦略の見直し戦略の見直し

中間段階での取り組みイメージ中間段階での取り組みイメージ

第一段階ITインフラ整備

IT利活用推進

・「新価値創造」

・「構造改革」 （Ｕ－Ｊａｐａｎ戦略）

既存IT環境 日本発新IT環境

（先導的取り組み）

（Ｕ－Ｊａｐａｎ戦略）

・「国際戦略」

・「感動･安全・安心」

・「新価値創造」

e-Japan戦略
第一段階
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１．１．ITITの利活用を正面に据えたの利活用を正面に据えたITIT戦略である戦略である
２．構造改革と新価値創造を軸にした２．構造改革と新価値創造を軸にしたITIT利活用利活用

３．３．構造改革という直近のテーマに重点構造改革という直近のテーマに重点

18Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

「「ＩＴ基本戦略ＩＴ基本戦略ⅡⅡ」の課題分布イメージ」の課題分布イメージ

第一段階ITインフラ整備

IT利活用推進

既存IT環境 日本発新IT環境

・「次世代情報
通信基盤」
・「安全・安心」
・研究開発
・人材育成
・「国際戦略」

e-Japan戦略
第一段階

構造改革
先導的取り組み
（医・食・安・金・
知・労・官）
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１．１．ITITの利活用を正面に据えたの利活用を正面に据えたITIT戦略である戦略である
２．構造改革と新価値創造を軸にした２．構造改革と新価値創造を軸にしたITIT利活用利活用

３．構造改革という直近のテーマに重点３．構造改革という直近のテーマに重点
４．ユビキタスネットワークを４．ユビキタスネットワークをITIT環境整備の目標像に環境整備の目標像に
おいた世界で始めての国家おいた世界で始めての国家ITIT戦略戦略

20Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

「ＩＴ基本戦略「ＩＴ基本戦略ⅡⅡ」の課題分布イメージ」の課題分布イメージ
[[次世代情報通信基盤整備次世代情報通信基盤整備]]

既存IT環境 日本発新IT環境

第一段階ITインフラ整備

IT利活用推進

・超高速ﾈｯﾄ

・「安全・安心」
・研究開発
・人材育成
・「国際戦略」

e-Japan戦略
第一段階

構造改革
先導的取り組み
（医・食・安・金・
知・労・官）

ユ
ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
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新価値創造とユビキタスネットワーク「新価値創造とユビキタスネットワーク「UU--JapanJapan戦略」戦略」

ﾕﾋﾞｷﾀｽｻｰﾋﾞｽの展開

ｻｰﾋﾞｽ業製造業

ﾕﾋﾞｷﾀｽｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽの振興

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ立国

安全安心なﾃﾞｼﾞﾀﾙ産業基盤の形成

ﾕﾋﾞｷﾀｽ端末の開発の普及

移動系ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｲﾝﾌﾗ整備

無線系ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｲﾝﾌﾗ整備の推進

有線系ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｲﾝﾌﾗ整備

ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ環境整備の推進

ﾕﾋﾞｷﾀｽ
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂ

有線系ﾌﾞﾛｰﾄﾞ
ﾊﾞﾝﾄﾞｲﾝﾌﾗ

有線系ﾌﾞﾛｰﾄﾞ
ﾊﾞﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

無線系ﾌﾞﾛｰﾄﾞ
ﾊﾞﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

無線系ﾌﾞﾛｰﾄﾞ
ﾊﾞﾝﾄﾞｲﾝﾌﾗ

移動系ﾌﾞﾛｰﾄﾞ
ﾊﾞﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

移動系ﾌﾞﾛｰﾄﾞ
ﾊﾞﾝﾄﾞｲﾝﾌﾗ

ﾕﾋﾞｷﾀｽ端末

ﾕﾋﾞｷﾀｽ
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ

ｿﾘｭｰ
ｼｮﾝ

機器

ｺﾝﾃﾝ
ﾂ

ﾌﾟﾗｯﾄ
ﾌｫｰﾑ

端末

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ﾕﾋﾞｷﾀｽｻｰﾋﾞｽ

出所）IT戦略の今後の在り方に関する専門調査会第4回資料
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kongo/dai4/4siryou4.pdf

22Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 
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１．１．ITITの利活用を正面に据えたの利活用を正面に据えたITIT戦略である戦略である
２．構造改革と新価値創造を軸にした２．構造改革と新価値創造を軸にしたITIT利活用利活用

３．構造改革という直近のテーマに重点３．構造改革という直近のテーマに重点
４．ユビキタスネットワークを４．ユビキタスネットワークをITIT環境整備の目標像に環境整備の目標像に
おいた世界で始めての国家おいた世界で始めての国家ITIT戦略戦略

５．先導的取り組みを具体的に提示５．先導的取り組みを具体的に提示

24Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

【【医療医療】】
患者を中心に医療機関が連携

安価・安心・安全な医療で健康増進

注１） ＳＣＭとは、ＩＴを使ってモノの流れを把握し最適化する管理システム

出所）e-Japan戦略Ⅱ
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１．１．ITITの利活用を正面に据えたの利活用を正面に据えたITIT戦略である戦略である
２．構造改革と新価値創造を軸にした２．構造改革と新価値創造を軸にしたITIT利活用利活用

３．構造改革という直近のテーマに重点３．構造改革という直近のテーマに重点
４．ユビキタスネットワークを４．ユビキタスネットワークをITIT環境整備の目標像に環境整備の目標像に
おいた世界で始めての国家おいた世界で始めての国家ITIT戦略戦略

５．先導的取り組みを具体的に提示５．先導的取り組みを具体的に提示
６．政府が取るべき方策と民間に呼びかける行動６．政府が取るべき方策と民間に呼びかける行動
を分けて提示を分けて提示

26Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

分
野

具体的な数値目標等 政府がとるべき方策 民間に呼びかける行動

医

療

・2005年までに、保健医療
分野における認証基盤を整
備するとともに、すみやか
に電子カルテのネットワー
ク転送、外部保存を容認す
る。

・診療報酬請求業務のオン
ライン化を2004年度から開
始し、2010年までに希望す
る医療機関等について
100％対応可能とする。

・患者本人の意思とセキュリティに十分配慮しつつ、必要に応じ
て患者医療情報を医療・保健機関間で連携活用できる仕組み（通
信回線を介した電子カルテの転送と外部保存を可能とすることに
加え、認証基盤を確立することにより、たとえば、かかりつけ医
が地域中核病院での検査結果を参照できる状態にすること。また、
個人情報保護に十分配慮して、データを予防医学や健康疫学に利
用できる環境を整備すること。）を確立する。

・電子化された患者医療情報システムの相互運用性を向上させる
ため、病名、医薬品等の統一コードを整備する。または、異なる
コード間の連携を実現する技術の開発や普及促進を支援する。

・医療関連のセキュリティポリシーや個人情報保護に関するガイ
ドラインの整備等を支援する。

・診療報酬請求業務のオンライン化推進のための制度整備及び公
的医療機関・公的保険での実施を徹底する。

・電子カルテ、電子レセプトを積極的に導入、活用する。

・患者医療情報システムの相互運用性向上のため、病名や医
薬品等の統一コードを整備し、技術開発、事業者間の連携を
強化する。（医療機関、医薬品関連機関）

・患者本人の意思やセキュリティに十分配慮した患者医療情
報の取り扱いを行う目的で、有効な技術の開発と標準化を行
う。（研究開発機関、IT関連企業）

・個人情報保護のガイドラインやセキュリティポリシーの整
備等を推進する。（医療機関、医薬品関連機関、法学者やIT
技術者等の専門家）

・公正、中立な第三者機関として、医療機関の診療実績や
サービス内容等を収集し、内容の信頼性を審査の上、国民に
対して開示する。

・診療報酬請求業務のオンライン化を促進する。（医療機関、
支払基金等）

食 ・2004年までに、100％の
国産牛について、個体識別
番号により、BSE発生等の
場合に移動履歴を追跡でき
る体制を整備する。2005年
までに100%の国産牛の精肉
（挽肉、小間切を除く。）
について、生産履歴情報が
インターネット等で確認で
きる体制を整備する。

・牛肉以外の食品について、
その特性に応じたトレーサ
ビリティシステムを早期に
開発し、対応する。

・2005年度までに、食品流
通業者のおおむね半数程度
が電子的な取引を実現する
とともに、経営にITを活用
する農林漁業経営を大幅に
増加させる。

・国産牛肉について、牛の個体識別情報の管理・伝達のために必
要な関連法制・システムを整備する。

・牛肉以外の食品について、その特性に応じたトレーサビリティ
システムの開発を支援する。

・日本発の安全な食品流通の仕組みが、輸入食品においても普及
するよう情報提供等を進める。

・地域や流通・加工段階を横断した相互運用性のあるシステムの
開発（電子タグ等を用いて取得する情報の内容・種類、情報開示
方法等の標準の確立を含む。）、運用体制の整備について支援を
行う。

・民間が信頼できる第三者機関として監査の体制（情報の信頼性
確保と問題発生時の対応方法の確立、ガイドラインの策定、デー
タ入力や調査の外部委託基準等。）を確立できるよう、情報提供
等を通じ支援する。

・EDI等の食品の取引の電子化のための標準的なシステムの確立を
支援するとともに、その普及促進活動を実施する。

・消費者嗜好等の情報を簡単に入手・活用できる仕組み、遠隔監
視システム等の導入・普及による農林漁業経営のIT化を推進する。

・関係者のIT活用能力の向上を図る。

・生産、流通、加工過程の情報の記録・保管の徹底、消費者
の要求に応じた迅速な情報提供を行う。（生産者、流通業
者）

・地域や流通・加工段階を横断した相互運用性のあるシステ
ムを開発（電子タグ等を用いて取得する情報の内容・種類、
情報開示方法等の標準の確立を含む。）するとともに、運用
体制を整備する。（生産者、流通業者、IT関連企業）

・信頼できる第三者機関として、監査の体制（情報の信頼性
確保と問題発生時の対応方法の確立、ガイドラインの策定、
データ入力や調査の外部委託基準等。）を確立する。（監査
機関）

・EDI等の食品の取引の電子化のための標準的なシステムを
積極的に導入し、物流、在庫等の流通コストの削減を推進す
る。（流通業者）

・消費者嗜好等の情報を簡単に入手できる仕組み、遠隔監視
システム等を導入し、農林漁業経営のIT化を図る。（生産
者）

・IT活用能力を向上させる。（生産者、流通業者）

●「先導的取り組み」を実現するための目標と方策
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１．１．ITITの利活用を正面に据えたの利活用を正面に据えたITIT戦略である戦略である
２．構造改革と新価値創造を軸にした２．構造改革と新価値創造を軸にしたITIT利活用利活用

３．構造改革という直近のテーマに重点３．構造改革という直近のテーマに重点
４．ユビキタスネットワークを４．ユビキタスネットワークをITIT環境整備の目標像に環境整備の目標像に
おいた世界で始めての国家おいた世界で始めての国家ITIT戦略戦略

５．先導的取り組みを具体的に提示５．先導的取り組みを具体的に提示
６．政府が取るべき方策と民間に呼びかける行動６．政府が取るべき方策と民間に呼びかける行動
を分けて提示を分けて提示

７．民間主導、トップダウンの策定プロセス７．民間主導、トップダウンの策定プロセス

28Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

官房事務局と座長事務局と委員
官邸とIT戦略本部とIT戦略専門調査会
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ⅠⅠ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略策定への取組み戦略策定への取組み

ⅡⅡ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略の策定過程戦略の策定過程
１．１． ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡの策定過程の策定過程
２．２． uu--JapanJapan政策の策定過程政策の策定過程

一橋大学公共政策ワークショップ一橋大学公共政策ワークショップ

30Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

日本の国家ＩＴ戦略への取り組み日本の国家ＩＴ戦略への取り組み

IT基本
戦略

000               2001               2002               2003   2004               2005               2006          2007               2008               2009               2010

00.11

e-Japan戦略

01.1 05.12 10.12

次期国家ICT戦略

02.11

u-Japan
政策
懇談会

04.3 04.12 10.12

「u-Japan 政策」「u-Japan 政策」

IT戦略の
今後の在り方
に関する
専門調査会

03.7

05.4

総務省

内閣官房
ＩＴ戦略本部

05.12

e-Japan 戦略Ⅱ

評価専門調査会
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総務省・ユビキタスネット社会の実現に向けた総務省・ユビキタスネット社会の実現に向けた
政策懇談会（政策懇談会（uu--JapanJapan政策懇談会）政策懇談会）

■政策統括官（情報通信担当）の懇談会：2004年3月ー12月
■基本方向は共有されはじめたが、具体的な目標像や時定数
はばらばら。すでにネットワークや機器は規格が乱立、利用ルー
ルは不在。総合的な政策ビジョンが必要。

■委員会の構成
基本政策ＷＧ 2010年のユビキタスネット社会実現のための

総合ビジョンと体系的な政策パッケージ
ＩＴ産業ＷＧ 産業再生、国際競争力強化、雇用創出、新事

業・新サービスの創出を実現する方策
利用環境ＷＧ ＩＴの影の部分の不安や障害の解消、利用者

保護、紛争解決、セキュリティ、プライバシー
等についてのルール整備

32Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

経済財政諮問会議と経済財政諮問会議とuu--JapanJapan構想構想

（出所）麻生議員（総務大臣）、経済・地域活性化、安心・安全に向けた重点戦略、
経済財政諮問会議提出資料、2004年5月11日
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UbiquitousUbiquitous：：いたるところに在るいたるところに在る
遍在する（時空自在？）遍在する（時空自在？）

ＮｅｔｗｏｒｋｓＮｅｔｗｏｒｋｓ：：ＩＰのネットワークＩＰのネットワーク

■Mark Weiser,Xerox PARC,Ubiquitous Computing,1988
■野村総合研究所、ユビキタスネットワーク、1999年～

Ubiquitous Computing

Ubiquitous Networkｓ

■プレ・インターネット時代
■コンピューティングのパラダイム

■ポスト・インターネット時代
■新しいIT環境（ネットワーク・情報機器・
プラットフォーム・コンテンツ・サービス）
のパラダイム２０００年１２月出版２０００年１２月出版

34Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

供給サイドからみたﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ供給サイドからみたﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ

メインフレーム

サーバ

サーバ

ＰＣ

ＰＣ

ＰＣ

ＰＣ

ﾃﾞｼﾞﾀﾙTV

ｾｯﾄﾄｯﾌﾟ･ﾎﾞｯｸｽ
ﾎｰﾑｻｰﾊﾞｰ

ビデオゲーム

ＰＤＡ

携帯電話

カーナビ

１．有線系、無線系、移動系も含めて、整合的にブロ

ードバンドで常時接続できるネットワーク環境の確立

２．多様なノンＰＣの情報機器、ユビキタス端末、一般

の機器やモノまでが、ＩＰｖ６でネットワーク接続

３．多様で膨大なデジタルコンテンツ、繋がりあって

高度な利便性を提供する機器、利用者の切実な

ニーズを満たすソリューション、の利活用を可能に

するデジタルプラットフォームの整備

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

情報家電

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｷｵｽｸ

ﾓﾊﾞｲﾙPC

ﾓﾊﾞｲﾙPC
ＩＰｖ６ＩＰｖ６ ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ自販機

ブロードバンド

ＦＴＴＨ，ｘＤＳＬ，CATV，FWA
３G携帯，デジタル放送等

電子タグ
ｾﾝｻ･ｱｸﾁｭｴｰﾀ

ＣＳＳ

Ｗｅｂｺﾝﾋﾟｭｰ
ﾃｨﾝｸﾞ

WS

ブルートゥース・IEEE1394・無線LAN

ITS・電灯線ネットワーク・無線タグ等ＰＣ
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ユビキタスネットワークユビキタスネットワーク((利用者の視点）利用者の視点）
いつでも繋がる

何でも繋がる

どこでも繋がる

ＡＡ

ＷＷ

ＥＥ

（Ⅲ）移動中

（Ⅱ）外出中

ＰＣ作業中

ＰＣ机の前

（Ⅰ）他の部屋

（Ⅱ）屋外

（Ⅲ）移動体

ＰＣ同士

（Ⅰ）Ｐ２Ｐ 人とＮｏｎＰＣ情報機器

（Ⅱ）Ｐ２Ｏ 人と事物（一般機器）

（Ⅲ）Ｏ２Ｏ 事物と事物

（Ⅰ）屋内（ＰＣ
の前以外）

どこでも、いつでも、何でも繋がるネットワーク
－e-Japan戦略Ⅱ

36Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

「ユビキタス」とは？「ユビキタス」とは？--「「日本のスイッチ」日本のスイッチ」

出所）慶應義塾大学佐藤雅彦研究室，「日本のスイッチ」，毎日新聞社，2004年3月25日

｢ユビキタス｣って
なんのことか？

なんだっけ？
７６％

レジ袋を有料化しているスーパーに感じることは サービス悪い ３６％ 進んだ考え ６４％

夜道で身の危険を感じたら駆け込むのは 交番 ２９％ コンビニ ７０％

生まれ変わっても日本に住みたい はい ６０％ いいえ ３９％

知ってる
２４％

Ｎ＝３１,９６５
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38Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

官庁のユビキタスパラダイムへの取組み官庁のユビキタスパラダイムへの取組み

総務省 「ユビキタスネットワーク」
「ユビキタス・ネットワーク将来技術展望調査研究会」

内閣府 「ユビキタス・ネットワーク社会」
重点分野推進戦略専門調査会重点分野推進戦略専門調査会

文部科学省 「ユビキタス・コンピューティング」
情報科学技術先導プログラム重点領域情報科学技術先導プログラム重点領域

経済産業省 「ユビキタス情報社会」
産業技術総合研究所サイバーアシスト研究センター産業技術総合研究所サイバーアシスト研究センター

国土交通省 「ユビキタス・情報ネットワーク」
ITITを活用した首都機能都市のあり方を活用した首都機能都市のあり方
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様々なユビキタス様々なユビキタス

ユビキタスネットワーク社会 ユビキタスコンピューティング
ユビキタス社会 ユビキタス情報社会 ユビキタス情報環境
ユビキタス技術 ユビキタス革命 ユビキタスＬＩＦＥ
ユビキタス時代 ユビキタス空間 ユビキタス学習環境
ユビキタス・バリュー・ネットワーク
ユビキタス・ソリューション・カンパニー
ユビキタス統合メディアコンピューティング
ユビキタス・ビジネステクノロジー ユビキタス通信技術
ユビキタスＣＲＭ ユビキタス・メディアサービス
ユビキタスIDチップ ユビキタス・エクスチェンジ
ユビキタスタイムレコーダ ユビキタス電子カルテ

ユビキタス・データベース
ユビキタスエージェントテクノロジー
ユビキタス・テレポーテーション ユービトピア

「時空自在」

ユビ
キタ
スネ
ット
ワー
ク

e-Japan戦略Ⅱ

40Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

ユビキタス関連組織設置企業ユビキタス関連組織設置企業
2004年4月 富士通 ユビキタスクライアント事業部

2004年4月 NEC ソフトウェアビジネスユニットシステムソフトウェア事業本部ユビキタスソフトウェア事業部

2004年4月 NTTコミュニケーションズ ユビキタスサービス部

2004年4月 NECソフト ユビキタスシステム事業部

2004年4月 NECエンジニアリング ユビキタス事業推進センター

2004年３月 日本SGI ブロードバンド・ユビキタスソリューション推進本部

2004年3月 日立製作所 ユビキタスプラットフォーム開発研究所

2004年1月 NEC ソリューション開発研究本部ユビキタス基盤開発本部

2003年12月 富士通 ユビキタスシステム事業本部

2003年12月 横河電機 技術開発本部ユビキタス研究所

2003年10月 日立製作所 ユビキタスＨＤＤ推進センター

2003年9月 三菱電機 ユビキタスプロダクトビジネスグループ

2003年6月 NTTドコモ ＭＭ事業本部 ユビキタスビジネス部

2003年4月 日立キャピタル ユビキタスプラットフォームグループ事業統括本部

2003年4月 富士ゼロックス ユビキタスメディア事業開発部

2003年4月 三菱電機 ユビキタス映像技術部

2002年10月 富士通 ユビキタス事業推進部

2002年10月 日立製作所 ユビキタスソリューション統括本部

2002年10月 ＮＲＩデータサービス ユビキタスプロジェクト室

2002年10月 リコー ユビキタスソリューション研究所

2002年4月 日立製作所 ユビキタスプラットフォームグループ

2002年4月 ソニー ユビキタス技術研究所

2002年4月 日本ユニシス ユビキタスビジネスセンター

2002年4月 日立製作所 ユビキタスソリューション本部

（注）既存組織の再編、改称を含む
（出所）各社公開資料より作成
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日本企業にみる「ユビキタス」戦略の展開日本企業にみる「ユビキタス」戦略の展開
社名 「ユビキタス」戦略 概要

ＳＯＮＹ 「ユビキタスユビキタス・バリュー･ネットワーク」
ユビキタスネットワークを前提に、オープン規格を用いたシームレスな通信等
によって更に付加価値（新サービス等）を加えていく、というもの。

東芝 「東芝ユビキタスユビキタスワールド」 新商品開発、新技術の標準化活動により、ユビキタス社会の実現をサポート。

ＮＥＣ 「ユビキタスユビキタス社会に向けた取組」
ユビキタス社会実現に必要な新技術を「観る・識る」「繋ぐ」「生かす」という目
的別に研究開発、ソリューションを提供。

富士通 「ユビキタスユビキタス近未来コーナー」
富士通ソリューションフォーラム2004にて、オフィスやショッピング等における
「ユビキタス近未来」を体感できるコーナーを設置。

松下電器

「ユビキタスユビキタスネットワーク社会の実現」を

２大事業ビジョンの一つとした

「躍進２１計画」

2010年に「ユビキタスネットワーク社会の実現」と「地球環境との共存」という２
大ビジョンを達成した世界一の企業となるために、04~06年度に事業の選択・
集中や強い商品を集中投入等する中期計画。

日立

「uVALUE」
u＝ubiquitousubiquitous,

you,unique,universal,utility

ＩＴを活用し、個人、企業、公共の新しいスタイルを生み出し、それらの相乗効
果によって価値を生み出していくという事業コンセプト。

シャープ
ユビキタスユビキタス時代のシャープの発送

「つなげる、ひろげる」

機器の接続を容易にすることで、自由な機器の組み合わせや、モバイル化を
実現するというもの

三菱電機 「ユビキタスユビキタスセキュアソリューション」
ユビキタス化に伴い増大するセキュリティリスク解消のため、暗号技術を軸に
したセキュリティ製品やセキュリティポリシー策定等の総合的なソリューション
を提案。

ＮＴＴ
ユビキタスユビキタス時代へのビジョン

「“光”新世代ビジョン」

あらゆるものがユーザビリティに優れた双方向の光ブロードバンドで結ばれる、
というもの。

ＫＤＤＩ 「ユビキタスユビキタス・ソリューション・カンパニー」
ユビキタス・ネットワーク社会の到来に向けた環境整備に積極的に取り組み
ながら、安全で利便性に富んだ付加価値の高いサービスを提供する企業を
目指している。

出所）各種公開資料で作成
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１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした

ICTICT戦略である戦略である
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ｕ－Ｊａｐａｎとはｕ－Ｊａｐａｎとは

• ２０１０年に向け解決すべき我が国の課題は様々な分野で多数に及ぶ

国民生活 医療福祉 交通物流 環境・エネルギー

教育・人材育成 就労・労務 危機管理 経済・産業

行政サービス 国際

• 社会基盤としてＩＣＴが急速に定着しつつあることを背景として、その利活用が、我が国が

直面している課題についてブレイクスルーをもたらすことへ期待が高まっている

• ｕ－Ｊａｐａｎ（ユビキタスネット・ジャパン）は、ＩＣＴにより課題が解決された２０
１０年の社会像

– ｕ－Ｊａｐａｎとは2010年に実現する新たな社会の姿。「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」ネットワークに
簡単に接続できる環境が整備され、個別のＩＣＴサービスや技術のみならず、それらが統合された新たな

ＩＣＴ利活用環境であり、課題の解決に貢献

※ 「ｕ」はユビキタス（ubiquitous）の略であり、「至る所にある」と言う意味を持ち、「いつでも、
どこでも」を表す同時に、「何でも、誰でも」につながるユニバーサル（universal）の「u」に
もつながるもの
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ｕ－Ｊａｐａｎ
価値創発

２０１０年に向けた構想としての骨格

【ｅ－Ｊａｐａｎの大目標】

世界最先端
～２００５年までに実現～

（キャッチアップ）

【ｕ－Ｊａｐａｎの大目標】

世界最先端
～２０１０年には先導～

（フロントランナー）

大目標：フロントランナーとしての２０１０年の目標設定

インフラ整備

基本思想：「ｅ」から「ｕ」への進化

ｅ－ＪａｐａｎⅡ
利活用

ｅ－ＪａｐａｎⅡ
利活用

利活用促進

●

ｅ－Ｊａｐａｎ
インフラ

ナローバンド ブロードバンド ユビキタスネット

電子商取引
電子政府

先導的利活用

課題解決
（期待実現）

利用
環境
整備

ユビキタスネット

課
題
解
決

情報化促進

◆草の根のように生活の
隅々までICTが融けこむ

◆創意ある利活用でまったく

新しい価値が生み出される
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１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした

ICTICT戦略である戦略である
２．利用者の視点にたって２．利用者の視点にたって20102010年にむけての様々な課題年にむけての様々な課題
解決、期待実現をめざす解決、期待実現をめざす
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２０１０年へ向けた課題とＩＣＴの可能性

• 一方、２００６年以降に到来する本格的な少子高齢化社会では、解決すべき課題が山積み
生活・社会

• 2007年からの人口減少の歯止め
• 高齢者の住みやすい環境整備
• 食品の安全性に対する信頼回復
• 地域コミュニティの信頼関係強化

医療・福祉
• 遠隔医療等患者中心の医療実現
• 情報公開等による医療過誤対策
• 年金に対する不安解消

交通・物流
• 都市部の渋滞や満員電車の緩和
• 高齢者や障害者に優しいバリアフリー
環境の整備

環境・エネルギー
• 進展する地球温暖化の歯止め
• ゴミ減量化やリサイクルの強化
• 太陽等自然エネルギーの開発
• 遺伝子操作等バイオ技術の適正
利用

教育・人材
• 「数学」「理科」嫌いの増加回避
• 深刻化する青少年犯罪の防止
• 大学・大学院の国際競争力強化

雇用・労働
• 高齢者の就労機会の確保
• ﾌﾘｰﾀｰ等若年労働者の失業対策
• 育児支援等女性の就労環境の改善
• 実力主義や雇用流動性の確保

治安・防災
• テロや凶悪犯罪への不安解消
• 地震、台風や大事故等の災害対策
• ピッキング等の治安への不安解消

経済・産業
• 経済の本格回復・競争力強化
• 製造業等の空洞化の防止
• ＩＣＴの経営導入による効率化促
進

• 日本文化・芸術の海外進出強化行政サービス
• 引越時等のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽの実現
• 電子化・効率化等による財政再建

国際
• 国連等国際機関での発言力の確保
• 戦略的に重要なアジアとの関係強化

• 社会基盤として定着しつつあるＩＣＴの利活用が、課題解決の「切り札」となることに期待大
‒ 情報家電、ＩＰｖ６、電子タグ、ブロードバンド、デジタル放送等、日本の強みであるＩＣＴ基盤技術が着実に実用化・汎用化

‒ 老後の不安を解決する介護・福祉支援システム、食の不安を解決する食品トレーサビリティ、治安への不安を解決するホームセ
キュリティシステム等、先駆的なＩＣＴの利活用方法の開発が進展 → ユビキタスネット社会への期待が拡大

• ２０１０年の次世代ＩＣＴ社会の実現へ向けた中期ビジョン（ｕ－Ｊａｐａｎ政策）が必要に
‒ 「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」という将来のユビキタスネット社会も手の届くところに。総務省として２０１０年に実現する新た
な社会の姿（ｕ－Ｊａｐａｎ）を明確に打ち出すとともに、必要な政策パッケージ（ｕ－Ｊａｐａｎ政策）を策定。

• ＩＣＴ分野は構造改革の優等生、２００５年には世界最先端のＩＣＴ国家へ
‒ 「2005年までに世界最先端のＩＴ国家となる」というe-Japan戦略の目標は、ＩＴ戦略本部を中心とした政府一体の取組を通じ、イン
フラ面を中心に達成目前。ＩＣＴの利活用拡大が当面の課題。今後も目標実現を確実にするため、e-Japan戦略Ⅱ等を着実に推
進。
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ｕ－Ｊａｐａｎの具体的な利用シーン例（生活面）ｕ－Ｊａｐａｎの具体的な利用シーン例（生活面）

前方５ｍの横断歩道を右
に横断して下さい。

前方に２ｍに自転車があり
ます。注意して下さい。

簡単操作で登録した
目的地まで誘導

簡単操作で登録した
目的地まで誘導

障害者の場合

速度を落として注意
しなくては。

運転手にも注意を促し
事故の防止に貢献

運転手にも注意を促し
事故の防止に貢献

センサーが
障害物などを
察知し、通知

センサーが
障害物などを
察知し、通知

横断歩道を歩行者が横
断しようとしています。

ユビキタス端末でいつでも
どこでもアニメを楽しむ

ユビキタス端末でいつでも
どこでもアニメを楽しむ

アニメをみていたら・・・
あっ、おじいちゃんから
メッセージだぞ！

僕、水族館に
行きたい！

わかったよ。料金はおじいちゃ
んが支払うから、バーチャル水
族館を楽しんでおいで。

大画面のバーチャル水族館
音声に反応して画面が対応

大画面のバーチャル水族館
音声に反応して画面が対応

わーっ、サメが大き
くなった！まるで自
分が海の中にいる
みたい。

おじいちゃんとお孫さんの場合

誕生日には何が
欲しいんだい？

完成したらネットで配信して
みよう。評判がよかったら実
際に公演したいな。

誰もが発信者に
（ネット上の仲間とミュージカル制作）

誰もが発信者に
（ネット上の仲間とミュージカル制作）

立体映像で振付けを配信立体映像で振付けを配信

マルチ画面で
コラボレーション

マルチ画面で
コラボレーション

自称クリエイターの場合

脚本に手直しを加え
たものを送るわね。

考えた振付けを実際にやっ
てみるから見くれないか。

△△役の衣装のイメージ
ができたから見てくれよ。

やっとメインテーマ曲が仕
上がったわ。どうかしら？

振付け担当
Ｅさん

音楽担当
Ｆさん

脚本担当
Ｇさん

衣装担当
Ｈさん

湯上がり10分後に
あわせて食事の用意

到着５分後
入浴可能に

到着時までに
掃除完了

働く女性の場合

元気に遊んでいる
みたいね。明日は
お弁当だから買い
物して帰らなくちゃ。

帰宅時間に合わせて
快適な生活をサポート

帰宅時間に合わせて
快適な生活をサポート

子供の様子をチェック
連絡事項もメールで確認

子供の様子をチェック
連絡事項もメールで確認

お知らせ

明日は遠足なので、
８時３０集合となりま
す。また、お弁当の
用意を宜しくお願い
します。

担任 ○○

u-Japan 
ＩＣＴが生活の隅々に浸透

u-Japan 
ＩＣＴが生活の隅々に浸透
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１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした

ICTICT戦略である戦略である
２．利用者の視点にたって２．利用者の視点にたって20102010年のむけての様々な課題年のむけての様々な課題
解決、期待実現をめざす解決、期待実現をめざす

３．シームレスなユビキタスネットワークの整備を、分野３．シームレスなユビキタスネットワークの整備を、分野
横断的に展開する横断的に展開する
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有線・無線のｼｰﾑﾚｽなｱｸｾｽ環境の整備有線・無線のｼｰﾑﾚｽなｱｸｾｽ環境の整備

電波開放戦略の着実な推進電波開放戦略の着実な推進

実物系ネットワークの確立実物系ネットワークの確立 ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの基盤整備ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの基盤整備

ブロードバンド基盤の全国的整備ブロードバンド基盤の全国的整備

ブロードバンドのディバイド解消ブロードバンドのディバイド解消

地域情報化の推進地域情報化の推進

デジタル放送の推進デジタル放送の推進

競争政策の推進競争政策の推進

「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」簡単に
情報にアクセスできるユビキタスネットへの期待

ｅ－Ｊａｐａｎ戦略等により、有線系を中心に高速・超高速のネットワークが普及定着
（例） ｅ－Ｊａｐａｎ戦略の目標（高速3000万世帯、超高速1000万世帯）を、環境整備としては既に達成

シームレスなユビキタスネットワークの整備
～サイバー空間の拡大と実物空間への浸透を推進～

２０１０年までに国民の１００％が
高速または超高速を利用可能な社

会に

固定・移動の融合（ＦＭＣ）促進固定・移動の融合（ＦＭＣ）促進

通信・放送の連携促進通信・放送の連携促進

ＩＰインフラの高度化ＩＰインフラの高度化

ネットワークの高信頼性確保ネットワークの高信頼性確保

ユビキタスプラットフォームの開発ユビキタスプラットフォームの開発

異業種ネットワーク間の相互運用性確保異業種ネットワーク間の相互運用性確保

電子商取引の基盤整備電子商取引の基盤整備

電子タグ・センサーネット・ネットロボットの技術開発電子タグ・センサーネット・ネットロボットの技術開発

情報家電のネットワーク化情報家電のネットワーク化

ユビキタス端末（脱ＰＣ化）の技術開発ユビキタス端末（脱ＰＣ化）の技術開発

ITS・ＧＩＳの創造的活用ITS・ＧＩＳの創造的活用

ｕ－Ｊａｐａｎ政策パッケージ：ｕ－Ｊａｐａｎ政策パッケージ： ユビキタスネットワーク整備ユビキタスネットワーク整備
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１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした

ICTICT戦略である戦略である
２．利用者の視点にたって２．利用者の視点にたって20102010年のむけての様々な課題年のむけての様々な課題
解決、期待実現をめざす解決、期待実現をめざす

３．シームレスなユビキタスネットワークの整備を、分野３．シームレスなユビキタスネットワークの整備を、分野
横断的に展開する横断的に展開する

４．日本を新産業・新サービスのテストベッドにすることによって４．日本を新産業・新サービスのテストベッドにすることによって
ICTICT産業の国際競争力の維持・強化をはかる産業の国際競争力の維持・強化をはかる
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情報家電

ネットワークロボットカーナビ

電話・ＦＡＸ ウェアラブル端末

電子タグ
PDA・モバイル

ゲーム機
デジタルテレビ

パソコン

携帯電話・PHS

ユビキタス端末

プライバシー認証

課金・決済著作権管理
（DRM等）

セキュリティ

映像・音楽配信

電子書籍

オンライン
ゲーム

センサー

遠隔教育

電子/ビデオ
メール

オンライン
ショッピング

遠隔医療

電子政府・自治体

企業間電子市場

テレビ電話
ホームセキュリティ

ＳＣＭ

食品トレーサビリティ

災害監視

人に優しい
心と心の触れ合

い

利用者の視点が
融けこむ

個性ある活力が
沸き上がる

あらゆる人や物
が結びつく

どこで
も

どこで
も

何で
も

何で
も

いつでもいつでも 誰で
も

誰で
も

ユビキタスネット社会

プラットフォーム層プラットフォーム層

端末層端末層

ＩＣＴ産業

固定電話網

ケーブルインターネット

地上デジタル放送

光ファイバ

衛星通信

ＤＳＬ
次世代携帯網

無線LAN

交通系（ＤＳＲＣ等）

電子タグネット

ホームネットワーク

Bluetooth

ネットワーク層ネットワーク層

センサーネット

位置情報システム基盤

電子データ交換就業システム

ＥＲＰ

ＣＲＭ

ＩＴＳ

衛星放送

ケーブルテレビ

ＤＶＲ・ビデオ

タイムスタンプ

ソリューション層ソリューション層

ユビキタスネット社会を支えるＩＣＴ産業ユビキタスネット社会を支えるＩＣＴ産業
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①国際競争力を維持・強化するための日本の技術基盤の抜本強化
→波及性の高いＩＣＴの技術基盤を高度化することで、日本の産業全体の技術基盤を底上げ

②ＩＣＴの活用による社会的ジレンマの解消
→医療・福祉、治安・防災等の様々な社会的ジレンマが、ＩＣＴ活用により解消されるとの期待

ｕ－ＪａｐａｎにおけるＩＣＴ産業ｕ－ＪａｐａｎにおけるＩＣＴ産業

ｕ－Ｊａｐａｎ実現に向けたＩＣＴ産業の２つの役割

①情報化によって社会システムを変革す
ることにより、日本発の技術開発と新ビ
ジネス創出との好循環を発生させること
→戦略的な社会システムの情報化を推進
→日本が先進的ビジネス創出の最先端のテストベッドに

②ＩＣＴ産業自体の変革に取り組むこと
→通信・放送サービスの連携、コンテンツサービス等の
発展、コア・コンピタンス（競争優位）の明確化等
→日本の得意分野を活かし、ユビキタス端末やユビキタ
スネットワークの開発を進め、ユビキタス・サービス市場
を拡大

ＩＣＴ産業の目指すべき方向

ユビキタスネットワーク関連の市場規模予
測

（兆円）
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変革に成功

２０１０年には８７．６兆
円の市場規模に成長
する見通し
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１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした

ICTICT戦略である戦略である
２．利用者の視点にたって２．利用者の視点にたって20102010年のむけての様々な課題年のむけての様々な課題
解決、期待実現をめざす解決、期待実現をめざす

３．シームレスなユビキタスネットワークの整備を、分野３．シームレスなユビキタスネットワークの整備を、分野
横断的に展開する横断的に展開する

４．日本を新産業・新サービスのテストベッドにすることによって４．日本を新産業・新サービスのテストベッドにすることによって
ICTICT産業の国際競争力の維持・強化をはかる産業の国際競争力の維持・強化をはかる

５．「影」の課題を洗い出して対応戦略の優先順位をつけ５．「影」の課題を洗い出して対応戦略の優先順位をつけ
「ユビキタスネット社会憲章」を提案する「ユビキタスネット社会憲章」を提案する
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ユビキタスネット社会の「影」についての１００課題ユビキタスネット社会の「影」についての１００課題
１０分野について、各分野１０課題ずつ、計１００課題を抽出

未
来
型
の
課
題

①金融・決済等にかかわるプライバ
シー

（クレジットヒストリー、債務情報等の保
護等）

①ハイテク技術、製品等の輸出規制

（マイクロプロセッサ、ＯＳ、暗号ソフ
ト・技術等）

①電子決済の安全性

（クレジットカードのスキミング等による
不正使用、電子マネーの安全性、電子政
府・電子自治体における電子決済導入の遅
れ等）

①有害なサイトの増加

（公序良俗に反するサイト（アダルトサイ
ト、暴力サイト、差別的な内容を含むサイ
ト等）の問題、出会い系サイトや児童ポル
ノの問題等）

①ドメインと商標

（サイバースクワッティングの問題等）

①情報機器の廃棄と個人情報

（廃棄パソコンのハードディスク等からの
情報流出の問題等）

①外国語情報

(情報の多くが外国語という問題等）

①基礎的サービスの地域格差

（インターネット利用、地上放送等の基礎
的なサービスの地域格差等）

①廃棄物の増加

（情報通信機器の買い換えによるゴミや廃
棄物の増加等）

①対面販売や文書保存等の義務付け

（薬品等の対面販売や店舗設置の制限等に
関する規制、財務・税務関係書類等文書保
存の義務付けに関する規制等）

②ウェブサイトを利用した顧客情報
取得

（クッキーやスパイウェアの取扱い、サー
チロボットによる個人情報の収集等）

②コンピュータウィルス

（次々に発生する新種のウィルス、常時接
続によるウィルスの深刻化等）

②違法な電子商取引

（違法薬物の売買の問題、未承認医薬品等
の販売・広告の問題、消費生活用製品安全
法違反の販売、武器、銃器の密売、盗品の
売買）

②犯罪行為の助長

（掲示板における不法、違法行為のあお
り、犯罪行為の教唆の問題、犯罪幇助的情
報の掲載への対応等）

②著作物の不正利用

（ネット上における著作物の改ざん、不正
複製、不正頒布、winny等による不正なファ
イル交換、コピープロテクションの回避
等）

②誰にでも分かる情報提供

（専門用語、カタカナ用語の氾濫等）

②収入等による情報格差

（収入や職業等の違いによる情報格差の問
題等）

②高度サービスの地域格差

（光ファイバやＡＤＳＬ等の高速・超高速
サービス、携帯電話、ホットスポット等の
地域格差等）

②不法投棄

（有害廃棄物の不法投棄の増加の問題等）

②ＩＴベンチャー等の資金調達

（担保要件の見直し、ベンチャー
キャピタルの養成、ベンチャー支援
策の充実等）

③医療分野におけるプライバシー

（カルテ・レセプト等の情報、遺伝子情報
の扱い等）

③盗聴、通信傍受

（小型高性能マイク等の盗聴機器の販売、
IP電話，H.323テレビ会議などに関するネッ
トワーク上の通信傍受への対策）

③消費者相談の急増

（オークションのトラブル、匿名掲示板に
おける被害等）

③迷惑メール

（迷惑メールへの対応、チェインメールの
扱い、国際間迷惑メール規制のありかた
等）

③ビジネスモデル特許

（アマゾン・ドットコムのワンクリック
ショッピング等インターネットを利用した
ビジネスモデル特許の問題等）

③モバイル機器の利用マナー

（携帯電話等モバイル機器の教育現場、公
共の場所等における利用マナーの不在等）

③障害者への対応

（視覚障害者への対応の遅れ等）

③情報通信利用の南北格差

（先進国と発展途上国における情報格差の
問題等）

③エネルギー消費の増加

（常時接続普及による電力消費の増加、国
際的に割高な電力の料金体系等）

③電子政府の利便性

（電子調達の鍵となるデータ形式や規格の
不統一、ワンストップサービスの利便性改
善、部分的な電子申請（添付書類は別途持
参等）の問題等）

④公的機関や事業者の保有する個人
情報の保護

（国・自治体、プロバイダ、通信事業者等
が保有する個人情報の漏えい等）

④不正アクセス

（パスワード窃取、なりすまし、ホーム
ページの改ざん等）

④ネット利用悪質商法

（架空請求、オークション詐欺、マルチ商
法、ねずみ講等）

④ネット上の賭博行為

（海外のネットカジノの問題、国内の違法
なネットゲームの問題等）

④海外における知的財産権侵害

（海賊版・模倣品の問題等）

④会社等におけるネット利用ルール

（社員プライバシーのあり方（業務情報流
出、内部告発保護）、会社による社内ＬＡ
Ｎ監視に関する指針の不備等）

④教育におけるIT活用

（教育現場における情報化の遅れ、教育コ
ンテンツの開発体制の未発達等）

④社会資本整備におけるＩＴの優先
度

（道路や橋等への公共事業へのシェアの固
定化、ハード偏重の予算編成等）

④紙消費の増加

（印刷用の紙消費の増加等）

④税制分野におけるＩＴへの対応の
促進

（電子納税制度の未整備等）

⑤サービス利用における匿名化技術

（アノニマイザー、公開プロキシー等の問
題等）

⑤ユーザの情報セキュリティ意識

（情報セキュリティ意識の不足、普及に伴
うユーザーの平均スキルの低下等）

⑤ネットを利用した広告

（オプトイン・オプトアウト，ポップアッ
プ広告，スパイウェア等）

⑤青少年のコンテンツ利用の保護

（フィルタリング、Ｖチップ、年齢確認手
段の導入等）

⑤コンテンツの二次利用

（二次利用市場の未発達、DVDやゲームソフ
ト等の中古ソフトの売買の問題、著作権処
理の複雑性、著作権保護期間の延長等）

⑤ネットを利用した社会活動ルール

（ネットを利用したボランティア活動、コ
ミュニティ活動のルールの不在等）

⑤社会性や適応力の低下

（現実世界でのコミュニケーション能力の
欠如、直接的な人間関係の回避等）

⑤ＩＴを活用したまちづくりの格差

（地場産業の活性化の成否、キーパーソン
の有無等）

⑤新技術の人体への影響

（電磁波の人体への影響等）

⑤農林水産分野におけるＩＴの利活
用

（食品等へのトレーサビリティの拡大、農
林水産技術へのＩＴの応用等）

⑥ホットスポット等における利用者
管理

（ネットカフェ、レンタルオフィス、公衆
無線LAN利用などにおける利用履歴管理のあ
り方、キーロガーを使っての個人情報収集
問題等）

⑥トラフィックの急増

(ウィルスやファイル交換によるトラフィッ
クの急増、バックボーンの不足、高速ルー
タの不足等）

⑥電子商取引利用者の知識や経験の
不足

（販売者の無知による違法販売、購入者の
錯誤・操作ミス等）

⑥プロバイダーの責任

（プロバイダーや管理者の責任の範囲等）

⑥著作物に関する利用ルール

（ホームページ等における無断利用、無断
転載、深層リンクと著作権侵害の問題、匿
名著作者による作品の保護の問題等）

⑥ネット利用に関するマナー（ネチ
ケット）

（メール、掲示板等インターネット上で情
報発信する際のマナー等）

⑥高度なＩＴ人材の不足

（プロジェクトマネージャやＳＥの不足、
適正な能力開発プログラムの未成熟、教育
機関の不足等）

⑥コンテンツやソフトに関する一極
集中

（プロダクション、クリエータ・ＳＥ等の
人材等の首都圏への一極集中等）

⑥流通における情報財の未活用

（紙等を大量消費するパッケージ販売ソフ
トウェアから、データ頒布への流通転換
等）

⑥司法におけるＩＴの利活用

（裁判におけるＩＴ導入の遅れ、判例等の
デジタル化の遅れ等）

⑦撮影ルール

（盗撮機器の販売、カメラ付き携帯電話の
不適正な利用、防犯カメラの悪用等）

⑦無線インターネットのセキュリ
ティ

（無線ＬＡＮからの情報の盗聴、改ざん、
漏洩等）

⑦電子商取引の国際的問題

（国境をまたぐ電子商取引、商慣習の違い
等のトラブル、裁判権の問題等）

⑦コンテンツの安全性・信頼性

（ブラウザクラッシャー等の問題、風評被
害、安心マーク付与の是非等）

⑦肖像権等

（パブリシティ権、虚偽の映像による肖像
権侵害、キャラクター権、デジタル化権の
問題、コンテンツ再利用・デジタルアーカ
イブにおける人物画像のあり方（職業的出
演者、一般人、背景画像）等）

⑦新たな勤務形態

（テレワーク導入時のルールの不在等）

⑦情報の氾濫

（情報の氾濫による取捨選択が困難、エー
ジェント技術の実用化の遅れ、目利きの不
足等）

⑦電子自治体における格差

（電子自治体の推進、情報公開の推進、公
共サービスの民間開放等における格差等）

⑦電子タグのリサイクル

（電子タグのライフサイクル利用の問題
等）

⑦医療におけるＩＴの利活用

（医療機関での情報機器利用ルールの不在
の問題等）

⑧生体認証の導入

（指紋、手相、静脈、虹彩、顔、声紋、Ｄ
ＮＡ等の本人確認への導入の是非、デジタ
ルクローン技術の問題等）

⑧ネット社会の脆弱性

（サイバーテロ、防災・停電等によるネッ
トワークの危機管理等）

⑧ネット上の商業活動に関するルー
ル

（ネット上の消費者取引に関わる法令の不
備、ネット上の商業活動と経済法の未整
備、ネット上の契約をめぐる解釈ルール
（価格の誤記など）の未整備等）

⑧匿名掲示板

（匿名掲示板での誹謗中傷、不適切な情報
提供、掲示板のまつり、荒らしの問題等）

⑧ソフトウェアのオープンソース化

（ウィンドウズ対リナックスの問題、ソー
スコードの開示の是非等）

⑧情報技術の研究開発における科学
技術倫理

（新しい技術の実用化の是非の判断基準の
不在、合意形成プロセスの不在、利用ルー
ルの不在等）

⑧ソフト等のバージョンアップ

（旧バージョンのサポート体制の不備、新
しいバージョンへのユーザの対応の問題
等）

⑧ＩＴ産業集積の有無

（ＩＴクラスターの成否、ローカルコンテ
ンツの有無）

⑧青少年の発育への影響

（子供のゲームやインターネットへの過度
な依存による身体的な悪影響等）

⑧労働分野におけるＩＴへの対応の
促進

（テレワークに対応した制度の遅れ、ＩＴ
技術者の入管規制等）

⑨位置情報の取り扱いルール

（ＧＰＳを活用したナビゲーションによる
位置情報、交通系ICカード、街角Webカメラ
などによる行動履歴追跡等）

⑨国内安全保障へのＩＴ活用

（電子政府、電子自治体におけるセキュリ
ティポリシーの不備、パスポートのＩＣ
化、緊急通報システムの整備等）

⑨電子商取引の規格

（電子商取引における伝票、データフォー
マットや通信プロトコル等の不統一等）

⑨迷惑電話

（ワン切り、迷惑電話・ＦＡＸ、迷惑ＩＰ
電話の問題等）

⑨知的財産戦略

（創造活動への報酬を確保するビジネスモ
デルの未確立、コンテンツ輸出の不足等）

⑨映像コミュニケーションに関する
マナー

（テレビ会議、テレビ電話等におけるマ
ナー）

⑨中小企業におけるＩＴ活用

（中小企業における情報システム導入の遅
れ、人材の不足（西暦２００７年問題）、
ノウハウの不足、サポート体制の不備等）

⑨地下空間や移動中におけるネット
利用

（地下空間における機器利用、移動中にお
けるモバイル機器利用等）

⑨仮装体験の増加による実体験不足

（実体験不足による錯覚、経験・能力の低
下、運動不足等）

⑨地方公共団体の業務の不統一

（地方公共団体の業務共通化の鍵となるア
プリケーション等の不統一、情報公開や行
政手続電子化のあり方等）

⑩電子タグの利用ルール

（消費者に告知しない無断の電子タグ利
用、電子タグから得られる個人情報の取扱
い等）

⑩非PC機器のセキュリティ

（PDA、情報家電のセキュリティ等）

⑩電子署名・電子認証

（電子政府・電子自治体における電子的本
人確認導入の遅れ、確定日付等時刻認証の
導入、資格保有等の認証の導入等）

⑩コンテンツ提供の国際的問題

（国境をまたぐコンテンツ提供、ミラーサ
イトの問題、宗教・文化等の差異に伴う非
常識なコンテンツ内容の規制等）

⑩パブリックドメインの不足

（著作権フリー表示の解釈問題、パブリッ
クドメインの未整備等）

⑩ロボット利用に関するルール

（ペットロボット、介護ロボット、ネット
ワークロボット等の利用ルール、公序良俗
に反するロボットの開発可能性等）

⑩誰でも容易に使えるインター
フェース

（専門的な知識を持たない人、高齢者、子
供等が容易に使えるインターフェース等）

⑩ソーシャルキャピタル

（地域コミュニティにおける信頼環境、ボ
ランティアやＮＰＯ、教育・文化・スポー
ツを通じた人間関係の強化等）

⑩体内へのハイテク機器の埋め込み

（脳への人工記憶装置の活用、電子タグの
体内への埋め込み等）

⑩アジア等におけるリーダーシップ
不足

（ＩＴ導入やユビキタスネット社会実現の
成功モデルの提示、発信等）

９．環境への配慮
１０．サイバー対応の制度・慣行の
整備５．知的財産権への対処 ６．新たな社会規範の定着 ７．情報リテラシーの浸透 ８．地理的ディバイドの克服１．プライバシー ２．情報セキュリティ ３．電子商取引環境の整備

４．違法・有害コンテンツへの
対応
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優先的に取り組むべき課題として、社会的影響度が高く、対応策が不十分な２１課題を
１０分野の中から抽出し、それらの解決策を利用環境整備の重点戦略として策定。

情報安全

情報倫理

情報社会

情報格差

迷惑メール

デジタル財の
著作権保護

ネットを利用
した悪質商法

公的機関や事業者の保有
する個人情報保護

コンピュータ
ウイルス

電子政府の
利便性

教育における
IＣT利用

医療におけるIＣTの利活用
情報ネットワークの脆弱性

電子決済
の安全性

コンテンツの
二次利用不足

高度サービス
の地域格差

社会資本整備に
おけるIＣTの優先度

高度なＩＣＴ人材の不足

医療におけるプライバシー保護

情報技術の
研究開発における
科学技術倫理

一般ユーザの
情報セキュリティ意識

地方公共団体の
業務の標準化

電子自治体
における格差

知的財産戦略

青少年の発育
への影響

１．プライバシーの保護

５．知的財産権への対処

４．違法・有害コンテンツ、
迷惑通信への対応

６．新たな社会規範の定着

２．情報セキュリティの確保

７．情報リテラシーの浸透

３．電子商取引環境の整備

１０．サイバー対応の
制度・慣行の整備

８．地理的ディバイドの克服

９．地球環境や心身の
健康への配慮

ＩＣＴ安心・安全
２１戦略
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■ ＩＣＴの潜在的可能性、未来社会に向けての役割等
■ 「ユビキタスネット社会」の定義、目的、意義等
■ 自由で多様な情報流通と安心で安全な情報流通の調和
■ 憲章の位置づけ

前 文

■ 情報の受発信に関する権利
ネットワークへのアクセス、公開情報へのアクセス、ネットワークを通じた情報の発信、
地理的デジタルディバイドの解消

■ 情報内容の多様性
コンテンツの多様性の確保、アクセス手段の相互運用性の確保、自由に利用できる
コンテンツの充実、公的機関の情報公開の促進

■ 経済社会の情報化
ＩＣＴの利活用の推進、電子商取引の健全な発展、公的分野における情報化の推進、
利用者の利便性を高める基盤の整備

■ 情報活用能力（リテラシー）
ＩＣＴによる利益享受の均等化、専門家の育成、ユニバーサルデザインの確保、分か
りやすい言葉や表現の利用

自由で多様な情報流通

■ プライバシー
ネットワークからの独立、個人情報の保護、プライバシーの確保、適正な撮影の確保

■ 情報セキュリティ
ネットワークの安全確保、不適切な利用の回避、セキュリティ技術の開発

■ 知的財産権
著作権等の保護、技術による権利保護

■ 情報倫理
情報倫理の確立、違法・有害コンテンツ等の回避、科学技術倫理、コンテンツ制作
者の倫理

安心で安全な情報流通

■ 現実社会とサイバー社会の調和 ■ 地域的・国際的な協調・協力体制
サイバー社会に対応した制度整備、新たな社会規範の確立、循環型社会への配慮 政策立案への多様な主体の参画、地域社会における協調・協力体制、国際社会におけ

る協調・協力体制
適時適切な政策の実現

調和

サポート

「ユビキタスネット社会憲章」（案）

新たな社会基盤の構築

ユビキタスネット社会に向けた基本原則や共通認識を総括し、「憲章」として策定

→ 「利益」を最大化し、「不利益」を最小化する枠組みを提唱。国内のルール作りの指針として活用し、世界にも発信。

uu--JapanJapan政策パッケージ：「ユビキタスネット社会憲章」政策パッケージ：「ユビキタスネット社会憲章」
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１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした

ICTICT戦略である戦略である
２．利用者の視点にたって２．利用者の視点にたって20102010年のむけての様々な課題年のむけての様々な課題
解決、期待実現をめざす解決、期待実現をめざす

３．シームレスなユビキタスネットワークの整備を、分野３．シームレスなユビキタスネットワークの整備を、分野
横断的に展開する横断的に展開する

４．日本を新産業・新サービスのテストベッドにすることによって４．日本を新産業・新サービスのテストベッドにすることによって
ICTICT産業の国際競争力の維持・強化をはかる産業の国際競争力の維持・強化をはかる

５．「影」の課題を洗い出して対応戦略の優先順位をつけ５．「影」の課題を洗い出して対応戦略の優先順位をつけ
「ユビキタスネット社会憲章」を提案する「ユビキタスネット社会憲章」を提案する

６．政府が取るべき方策を明示するとともに「民産学官」６．政府が取るべき方策を明示するとともに「民産学官」
の連携を重視の連携を重視
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民産学官の有機的な連携民産学官の有機的な連携

民産学官の連携によるガバナンス形成

学 （学界）

官 （地方公共団体）

都道府県 市町村

大学等
教育機関

研究機関
等

民 （生活者）

市民
（個人、NPO等）

利用者

産 （産業界）

ＩＣＴを利用する産業ＩＣＴを利用する産業ＩＣＴを利用する産業
ＩＣＴ産業

（ユビキタスネット社会の基盤）

政策実施の基本的考え方

①民産学が主役 （官は環境整備）

②民産学官の多様な主体が政策実施に
参画し、オープンなガバナンスを形成

③階層毎に適切な役割分担を考慮

◆ ユビキタスネット社会はわが国の活力を創出 民産学が主役となって社会経済を牽引、官は環境
整備や市場原理の補完を適時適切に実行

◆ ＩＣＴを活用して多様な社会的課題を解決 民産学官の多様な主体が政策実施に参画し、
オープンなガバナンスを形成することが不可欠

◆ インフラ整備や標準化等での多面的連携が鍵 階層毎に適切な役割分担を考慮

官 （国）

総務省 他府省

ＩＴ戦略本部 協調
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１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした１．ユビキタスネットを活用する価値創発を目標にした

ICTICT戦略である戦略である
２．利用者の視点にたって２．利用者の視点にたって20102010年のむけての様々な課題年のむけての様々な課題
解決、期待実現をめざす解決、期待実現をめざす

３．シームレスなユビキタスネットワークの整備を、分野３．シームレスなユビキタスネットワークの整備を、分野
横断的に展開する横断的に展開する

４．日本を新産業・新サービスのテストベッドにすることによって４．日本を新産業・新サービスのテストベッドにすることによって
ICTICT産業の国際競争力の維持・強化をはかる産業の国際競争力の維持・強化をはかる

５．「影」の課題を洗い出して対応戦略の優先順位をつけ５．「影」の課題を洗い出して対応戦略の優先順位をつけ
「ユビキタスネット社会憲章」を提案する「ユビキタスネット社会憲章」を提案する

６．政府が取るべき方策を明示するとともに「民産学官」６．政府が取るべき方策を明示するとともに「民産学官」
の連携を重視の連携を重視

７．７．20102010年までの工程表の策定と年までの工程表の策定とPDCAPDCAの実施を要請の実施を要請
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ｕ－Ｊａｐａｎ政策の実効性を高めるため、総務省に対し「工程表」の早急な策定を要
請
◆ ２００５年から２０１０年までの具体的なスケジュールを明示
◆ 明確な成果目標を設定

工程表とＰＤＣＡ工程表とＰＤＣＡ

工程表の策定

ＰＤＣＡの実施

ｕ－Ｊａｐａｎ政策の進捗管理を行うため、総務省に対し「ＰＤＣＡ」の実施を要請
◆ Ｐｌａｎ（計画）→ Ｄｏ（実施）→ Ｃｈｅｃｋ（評価）→ Ａｃｔ（改善）のサイクルを推進
◆ 評価の結果次第では、政策の不断の見直しを実施

２００５ ２００６ （暦年）２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

施策A

施策B

施策C

明確な
成果目標

工

程

表

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ａ

Ｐｌａｎ（計画） Ｄｏ（実施） Ｃｈｅｃｋ（評価） Ａｃｔ（改善）

フィードバック
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ⅠⅠ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略策定への取組み戦略策定への取組み

ⅡⅡ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略の策定過程戦略の策定過程
１．１． ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡの策定過程の策定過程
２．２． uu--JapanJapan政策の策定過程政策の策定過程

ⅢⅢ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略の評価への取組み戦略の評価への取組み

一橋大学公共政策ワークショップ一橋大学公共政策ワークショップ
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日本の国家ＩＴ戦略への取り組み日本の国家ＩＴ戦略への取り組み

IT基本
戦略

000               2001               2002               2003   2004               2005               2006          2007               2008               2009               2010

00.11

e-Japan戦略

01.1 05.12

02.11

IT戦略の
今後の在り方
に関する
専門調査会

03.7

内閣官房
ＩＴ戦略本部

05.12

e-Japan 戦略Ⅱ

評価専門調査会
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ITIT戦略本部評価専門調査会の発足戦略本部評価専門調査会の発足

■e-Japan戦略を民間の立場から評価。成果評価の試み。
■12月22日に第一回。三月末までに中間報告。
■委員会の構成
座長 庄山悦彦（日立製作所 社長）
代理 国領二郎（慶応義塾大学教授）

大江 匠（プランテック総合計画事務所代表取締役）
清原慶子（三鷹市長）
速見浩二（翔詠社社長）
村上輝康（野村総合研究所理事長）
渡辺捷昭（トヨタ自動車副社長）

村井 純（慶応義塾大学教授）：オブザーバー

64Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

評価専門調査会の評価理念評価専門調査会の評価理念

• 利用者・利活用の視点の重視 成果重視

− 供給側のみならず「何が求められているのか」という利用者・利活用の視点に立脚

− 多様性の確保のため、官から民への視点の転換、地方の自立などを促進

• 中長期的・総合的視点に立った政策の樹立 2010年のビジョン
− 優先されるべき課題、その解決に必要な要素の明確化を行った上で、部分最適の
みならず全体最適を重視して効果的に課題を解決するための全体構想、戦略計画

を策定し、政策内容を検討することが必要

• 不断の見直し等による政策の実効性の確保 PDCAサイクル
− 硬直的な規制や旧来型の産業政策などの弊害は一層顕著になる中で、アウトカム
評価などを通じ常に既存の制度の意味を問い直す

− 一方、行政の対応が必要な新たな課題には、制度改革やインセンティブ等により迅
速に対応
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ＩＴ戦略本部評価専門調査会中間報告書ＩＴ戦略本部評価専門調査会中間報告書

■第三次中間報告書

（2004年12月）

・2005年までに目指すこと

①インフラや制度の整備
において、世界最先端
となっていること

②ITを利活用して｢元気・
安心・感動・便利｣社会
に発展させるメカニズム
が軌道にのっていること

・重点評価（医療）
評価指標例の提示と早
急に取り組むべきことを
提言

■第4次中間報告書(2005年4月）

二種類の評価指標の原案提示

①IT利用環境指標

・ e-Japan戦略重点5分野

・ITの利用環境整備と利用状況に注目

②成果指標

・ e-Japan戦略Ⅱ先導的7分野

・利用者が求める便益（｢元気・安心・

感動・便利｣）の実現状況に注目

重点評価 ｢教育・人材｣

★｢学校の情報化｣等、4つの論点について、

現状課題と課題解決に向けた提言を整理

20052003 2004

・世界最先端の評価・検証
・次期IT戦略への示唆
・2006年以降も世界最先端

2006

世界最先端
のＩＴ国家

Check（評価） 評価専門調査会

Plan（計画） IT戦略本部

Act（改善） 民官協力

e-Japan戦略（2001年1月） e-Japan戦略Ⅱ（2003年7月）e-Japan戦略（2001年1月） e-Japan戦略Ⅱ（2003年7月）

■第一次中間報告書（2004年4月）

・評価方針の宣言

①PDCAサイクルの確立

②利用者視点の成果主義の確立

・4分野の重点評価

（電子政府・電子自治体、ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ･ﾕ
ﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ、教育・人材、

医療）

■第二次中間報告書（2004年9月）

・目標と施策体系化（民間の改善手法応用）

・評価指標の考え方提示

・2分野の重点評価

（IT人材、電子政府・電子自治体）

重点計画（毎年） e-japan戦略Ⅱ加速化ﾊﾟｯｹｰｼﾞ IT政策ﾊﾟｯｹｰｼﾞ-2005重点計画（毎年） e-japan戦略Ⅱ加速化ﾊﾟｯｹｰｼﾞ IT政策ﾊﾟｯｹｰｼﾞ-2005

Do（実施） 府省

出所）評価専門調査会

1
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ee--JapanJapan戦略戦略 重点重点55分野の評価指標（１）分野の評価指標（１）

【【対象対象】】 ee--JapanJapan戦略重点戦略重点55分野（インフラ、電子商取引、電子政府、教育・人材、セキュリ分野（インフラ、電子商取引、電子政府、教育・人材、セキュリ

ティティ

【【目的目的】】 ITITの利用環境の状況を把握し、の利用環境の状況を把握し、PDCAPDCAサイクルのサイクルのActAct（改善）に示唆を与える（改善）に示唆を与える

【【基準基準】】 ITITの先進性、地域性、成長性等を加味した、国際比較が可能である指標を抽出の先進性、地域性、成長性等を加味した、国際比較が可能である指標を抽出

IT利用環境指標抽出の考え方

IT利用環境指標抽出の枠組み

物理環境の整備 ITの利用を可能とする物理的な環境整備状況を把握

法制度・ルールの整備状況 ITの利用を可能とする法制度・ルール等整備状況を把握

関連サービスの整備状況 整備された物理環境を利用したサービス提供状況を把握

法人の利用状況 法人によるITの利用状況を把握

個人の利用状況 個人よるITの利用状況を把握

環境整備

利用

環境整備から利用状況まで網羅的に把握する枠組みを提案

出所）評価専門調査会
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ee--JapanJapan戦略戦略 重点重点55分野の評価指標（２）分野の評価指標（２）

物理環境の

整備状況

法制度･ルール
の整備状況

関連サービス
の整備状況

法人の利用
状況

個人の利用
状況

合計

インフラ 10 9 17 3 10

電子商取引 6 3 5 7 6

電子政府 14 6 11 7 8

教育・人材 12 7 8 6 7

セキュリティ 9 7 6 11 7

２０２
指標

IT利用環境指標案

｢ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｲﾝﾀｰﾈｯﾄ（FTTH、ADSL等）の提供料金｣等、１７指標

｢PC1台あたり児童・生徒数｣等、１２指標 ｢個人の電子商取引利用経験率｣等、６指標

２０２の指標案を網羅的に提示 ⇒ 使用する指標を今後特定

出所）評価専門調査会

1
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成果指標抽出の考え方

ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡ 先導的先導的77分野の評価指標（１）分野の評価指標（１）

【【対象対象】】 ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡ先導的先導的77分野（医療、食、生活、中小企業金融、知、就労・労働、分野（医療、食、生活、中小企業金融、知、就労・労働、

行政サービス）行政サービス）

【【目的目的】】 ｢｢実現したいこと実現したいこと｣｣の達成状況、国民の便益（元気・安心・感動・便利）の向上の達成状況、国民の便益（元気・安心・感動・便利）の向上

度合いを把握し、度合いを把握し、PDCAPDCAサイクルのサイクルのActAct（改善）に示唆を与える（改善）に示唆を与える

【【基準基準】】 適切な計測コストを念頭に置いた、経年比較が可能である指標を抽出適切な計測コストを念頭に置いた、経年比較が可能である指標を抽出

環境整備 利用可能 利用 成果

成果指標

参考指標

利用者視点での成果計測の難しさに鑑み、補助的な参考指標も提案

成果指標抽出の枠組み

出所）評価専門調査会
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成果指標案

ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡ 先導的先導的77分野の評価指標（２）分野の評価指標（２）

｢受付から会計までにかかる時間｣等、９指標

１０９の指標案を網羅的に提示 ⇒ 使用する指標を今後特定

環境整備 成果

１０９
指標

合計

行政サービス

就労・労働

知

中小企業金融

生活

食

医療

11

8

18

3

5

5

14

5

10

6

4

4

7

9

成果指標案参考指標案

200520042003200220012000 （年度）

目標

例：時間、円

｢エスクローサービス利用件数｣等、３指標
｢システム導入・更改時における固定的支出の削減率｣等、５指標

出所）評価専門調査会
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現状の課題と課題解決に向けた提言

重点評価重点評価 ：： 教育・人材（１）教育・人材（１）

テーマ 現状の課題 課題解決に向けた提言課題解決に向けた提言

学校の情報化

• ITを用いた犯罪の危険性が高騰

• 指導方法の普及が不十分

• 受験科目以外を学ぶ動機が不足

• 教員の校務処理、児童・生徒の
授業におけるIT利活用が不十分

• 地域コミュニティの核であるとの
認識が不十分

•• 技法技法//作法のバランスある教育推進作法のバランスある教育推進

•• 教員評価に情報リテラシー導入教員評価に情報リテラシー導入

•• センター試験を含む各大学の入試センター試験を含む各大学の入試
にに｢｢情報情報｣｣科目導入を促進科目導入を促進

•• 校務の校務のITIT化、ネットディ等の活用を化、ネットディ等の活用を
通じた校内ＬＡＮ整備を促進通じた校内ＬＡＮ整備を促進

•• 教員補助者としての外部人材登用教員補助者としての外部人材登用
拡大を推進拡大を推進

情報アクセス

向上とIT利活用
促進

• 障害者や高齢者にとってのIT障
壁（デバイド）が存在

• 公共図書館のサービスの質に大
きな格差が存在

•• 情報アクセシビリティ情報アクセシビリティJISJIS規格等への規格等への
準拠義務付け準拠義務付け

•• 地域情報拠点としての公共図書館地域情報拠点としての公共図書館
機能の向上を促進機能の向上を促進

出所）評価専門調査会
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現状の課題と課題解決に向けた提言

重点評価重点評価 ：： 教育・人材（２教育・人材（２））

テーマ 現状の課題 課題解決に向けた提言課題解決に向けた提言

国際競争力向
上につながる

IT人材高度化

• 授業内容と産業界が求めるスキ
ルの間に乖離があり、産と学で
人材ミスマッチが発生

• 業務プロセスとITを理解し、的確
な発注を行える人材が不足

• 世界中から優秀な人材が集まる
ような魅力的な拠点が不足

•• 産業界と教育機関の間で統一し産業界と教育機関の間で統一し
たスキル項目を整備、長期のインたスキル項目を整備、長期のイン
ターンシップの実施を推進ターンシップの実施を推進

•• CIOCIO設置、研修強化、外部人材登設置、研修強化、外部人材登
用促進用促進

•• 優秀な留学生に対する住宅、医優秀な留学生に対する住宅、医
療等の生活面での支援を強化療等の生活面での支援を強化

遠隔教育による
個に応じた

学びの実現

• 継続学習ニーズに対応する教
育機会が不足

• 遠隔教育を実施する上でのモデ
ルとなるコンテンツが不十分

•• 遠隔教育による単位、学位、資格遠隔教育による単位、学位、資格
の取得を促進、アジア地域を含むの取得を促進、アジア地域を含む
広範囲な人々への学習環境整備広範囲な人々への学習環境整備

•• サポートスタッフの確保を支援し、サポートスタッフの確保を支援し、
遠隔教育の教材作成を容易化遠隔教育の教材作成を容易化

出所）評価専門調査会
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国家ＩＴ戦略評価の今後の進め方国家ＩＴ戦略評価の今後の進め方

■■次回報告（次回報告（20052005年９月頃）年９月頃）

・e-Japan戦略重点5分野、e-Japan戦略Ⅱ先導的

7分野を中心に、これまでの取り組みの総括

・2006年以降に向けて、残された課題の評価

・次期IT戦略立案と遂行のために的確な情報を提供

世界最先端世界最先端世界最先端世界最先端世界最先端世界最先端

PDCAサイクルの定着PDCAサイクルの定着PDCAサイクルの定着PDCAサイクルの定着

二種類の指標でナビゲートだ！！

成果指標

戦略Ⅱ 7分野戦略Ⅰ 5分野

IT利用環境指標

2005 2007

アメリカ
シンガポール
日本

• 医療
• 食
• 生活

• 中小企業金融
• 知
• 就労・労働
• 行政サービス

• インフラ
• 電子商取引
• 電子政府

• 人材
• セキュリティ

世界最先端世界最先端世界最先端世界最先端世界最先端世界最先端

PDCAサイクルの定着PDCAサイクルの定着PDCAサイクルの定着PDCAサイクルの定着

二種類の指標でナビゲートだ！！

成果指標

戦略Ⅱ 7分野戦略Ⅰ 5分野

IT利用環境指標

2005 2007

アメリカ
シンガポール
日本

• 医療
• 食
• 生活

• 中小企業金融
• 知
• 就労・労働
• 行政サービス

• インフラ
• 電子商取引
• 電子政府

• 人材
• セキュリティ

基本方針基本方針

・ＰＤＣＡサイクルの確立・ＰＤＣＡサイクルの確立

・利用者視点の成果主義に立脚した評価・利用者視点の成果主義に立脚した評価 IT戦略遂行をナビゲート！ITIT戦略遂行をナビゲート！戦略遂行をナビゲート！

・世界最先端の評価・検証
・次期IT戦略への示唆
・2006年以降も世界最先端

世界最先端
のＩＴ国家

施策の策定・実施
■電子政府・電子
自治体の推進
■法制度整備、手
続き簡素化等

評価・提言の実施
■戦略目標実現に施策
は寄与しているか？

■民間の視点で必要な
提言は？

評価専門調査会

戦略の策定
■元気・安心・感動・便利！
■世界最先端のＩＴ国家
■国民にＩＴの果実を提供

Plan
（計

画

）

Check
（評

価

）

Act
（改善）

民 官

行政担当者

Do
（実

施

）

ＩＴ戦略本部

利用者の視

点施策の変更・追加
■構造改革促進、
規制緩和
■民・官の努力

出所）評価専門調査会
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ⅠⅠ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略策定への取組み戦略策定への取組み

ⅡⅡ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略の策定過程戦略の策定過程
１．１． ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡの策定過程の策定過程
２．２． uu--JapanJapan政策の策定過程政策の策定過程

ⅢⅢ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略の評価への取組み戦略の評価への取組み

ⅣⅣ．日本の次期国家．日本の次期国家ICTICT戦略について戦略について

一橋大学公共政策ワークショップ一橋大学公共政策ワークショップ
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日本の国家ＩＴ戦略への取り組み日本の国家ＩＴ戦略への取り組み

IT基本
戦略

000               2001               2002               2003   2004               2005               2006          2007               2008               2009               2010

00.11

e-Japan戦略

01.1 05.12

02.11

u-Japan
政策
懇談会

04.3 04.12

04.12

10.12

「情報経済・産業ビジョン」

「u-Japan 政策」「u-Japan 政策」

IT戦略の
今後の在り方
に関する
専門調査会

03.7

05.4

05.3

総務省

経済産業省

内閣官房
ＩＴ戦略本部

05.12

e-Japan 戦略Ⅱ

評価専門調査会

産業
構造
審議会

情報経済・産業ビジョン情報経済・産業ビジョン
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【【新しい段階を迎えたＩＴ化：「第２ステージ」新しい段階を迎えたＩＴ化：「第２ステージ」】】
■ 現状と認識

２００５年は、「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」が「世界最先端のＩＴ国家となる」と定めた目標の年。

ＩＴインフラの普及については「世界最先端」の実現へと大きく近づいたものの、生活、ビジネ
ス、行政及び社会的課題の４分野において本質的な変化には未だなお至っていない。
すなわち、これまでは、利便性を高めるという「ＩＴ化の第１ステージ」であり、コンピュータが中心。
これに対して、現在は、情報家電などを相互につなぐ「ＩＴ化の第２ステージ」が到来。
昨年５月に公表された「新産業創造戦略」で情報家電を７つの「戦略産業」の一つとして位置
付けたことも踏まえ、ＩＴ化の新段階における課題と制度のあり方について「産業構造審議会情
報経済分科会」が審議・提言。

ＩＴ化第１ステージ ＩＴ化第２ステージ

機器 コンピュータ中心
コンピュータと情報家電の混在
（ﾃﾞｼﾞﾀﾙＴＶ、携帯、カーナビ等）

効果 部分最適 全体最適

発信地 東アジアのクラスター

目標

米国シリコンバレーの
クラスター

ＩＴの整備・普及
（「利便性」がキーワード）

ＩＴによる革新・解決
（「強さ」がキーワード）
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「新・三種の神器」をはじめとする今の情報家電にも、機器間の相互接続・相互運用性の確保、
インターネットとの接続や外部操作性といった課題が未解決のまま残されている。
いわばデジタル化の段階にとどまっているこれらの機器が、様々な「ソリューション・サービス」と
して活用されていく「プラットフォーム化」が必要。

【【「第２ステージ」移行に向けての課題「第２ステージ」移行に向けての課題】】

・

第三段階 プラットフォーム化

第二段階 ネットワーク化

第一段階 デジタル化

デジタルカメラ
デジタルビデオカメラ

DVD-HDレコーダ
薄型ＴＶ

携帯電話

情報家電の進化のステップ
機能処理がデジタル化される

インターネットや他の情報家電につながる

「ソリューション・サービス」提供事業者が参入し、
様々な情報サービスが提供される。

STB

様々な
デジタル機器

デジタルコンバージェンスと情報家電
（デジタル融合）
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情報経済・産業ビジョン
■ ＩＴの活用による「強さ」－競争力・課題解決力の強化・向上－
ＩＴ活用が合理化、効率化を超え、個人・社会においては課題解決力の強化、企業・産業・経済
においては競争力の向上をもたらすことがＩＴ化の新たな段階での目標。
このため、４つの「中間目標」を見込むとともに、「強さ」を加速的に実現。

【強さの追求】４つの分野におけるＩＴユーザの競争力・課題解決力
ＩＴ投資の質・量両面での支援

ＩＴを活用した社会的課題の解決 など

【広がりの追求】
アジアへの広がりの追求

○ アジア情報先進国を中
心としたＰＣ及び情報家電
のネットワーク化
○ アジアワイドな標準化、
人材育成、プラットフォー
ム形成

【新たな担い手の確立】
「プラットフォーム・ビジネス」

の活躍

○ 「プラットフォーム・ビジ
ネス」形成支援

【利便性の確保】
ユビキタスなＩＴ利用環境

の整備

○ ユビキタスなＩＴインフ
ラを世界最高水準に維
持・向上

【安全・安心の追求】
信頼という資産への

集中投資

○ 民間のセキュリティ対
策の確立の加速化

生活分野 （ﾗｲﾌ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ）

ビジネス分野 （ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ）

行政分野 （ｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ）

社会的課題分野（ｿｰｼｬﾙｼｽﾃﾑ･ｿﾘｭｰｼｮﾝ）

78Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

「ｕ－Ｊａｐａｎ政策パッケージ」の全体像「ｕ－Ｊａｐａｎ政策パッケージ」の全体像

ｕ
│
Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ

ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの基盤整備
（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ、相互運用性、高信頼性、ｺｰﾄﾞ標準化等）

ｺﾝﾃﾝﾂの創造・流通・利用促進
（流通・決済環境、ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ、電子政府・自治体等）

ICTによる先行的社会ｼｽﾃﾑ改革
（社会･経営革新､物流・ﾚｶﾞｼｰ改革､制度改革等）

ICT人材活用
（人材育成､教育改革､ﾍﾞﾝﾁｬｰ促進､市民参加等）

ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ整備

ブロードバンド基盤の全国的整備
（ﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞ解消、地域情報化､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送、競争政策等）

ユビキタスネット社会憲章の制定
（ユビキタスネット社会の基本原則及び共通認識を

整理し、「憲章」として世界に発信）

国際戦略： 国内にとどまらず、国際的な市場やネットワークを視野に入れた政策を推進（アジア・ブロードバンド計画の推進によりアジアを世界の情報拠点に）

技術戦略： 重点分野の研究開発や標準化を戦略的に推進するとともに、持続的発展に向けたイノベーションを目指す

ＩＣＴ安心・安全２１戦略の推進
（優先的に対応すべき２１課題を抽出し、対応策を提示）

有線・無線のシームレスなアクセス環境の整備
（電波開放、固定・移動融合、通信・放送連携等）

実物系ネットワークの確立
（電子ﾀｸﾞ､ｾﾝｻｰﾈｯﾄ､情報家電､ﾕﾋﾞｷﾀｽ端末､ITS等）

ICT利活用の高度化 利用環境整備

民産学官一体となって
集中的・重点的な取組みを推進

技術の成熟と
普及定着

利用者意識の
向上

２０１０年へ向けた将来課題 （生活者のニーズ調査から抽
出）

乗客のイライラ
解消

若年・中高年
の社会参加

ＩＣＴの利活用が将来課題の解決に寄与

診療情報の
効率的利用

災害時の
安全確保

行政手続きの
オンライン化

高齢者に
優しい住宅

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞの
効率化

生涯学習
の普及

勤務形態
の多様化

ﾎﾜｲﾄｶﾗｰの
協業支援

交通渋滞・
事故の削減

食の
安心・安全

ﾘｻｲｸﾙ・ｺﾞﾐ
処理の推進

ｺﾝﾃﾝﾂへの
自由なｱｸｾｽ

人に優しい心と心の触れ合
い

利用者の視点が融け込
む

個性ある活力が湧き上が
る

２０１０年までに国民の１００％が
高速または超高速を利用可能な社会に

２０１０年までに国民の８０％がＩＣＴは
課題解決に役立つと評価する社会に

２０１０年までに国民の８０％が
ＩＣＴに安心感を得られる社会に

２０１０年には世界最先端の「ＩＣＴ国家」として先導

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの導入促進
（ｴｰｼﾞｪﾝﾄ技術、ﾕｰｻﾞｲﾝﾀﾌｪｰｽ、情報ｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ等）

課題の整理・明確化
（「影」を１０分野・１００課題に整理し、イメージを明確化）
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日本の国家ＩＴ戦略への取り組み日本の国家ＩＴ戦略への取り組み

IT基本
戦略

000               2001               2002               2003   2004               2005               2006          2007               2008               2009               2010

00.11

e-Japan戦略

01.1 05.12 10.12

次期国家ICT戦略

02.11

u-Japan
政策
懇談会

04.3 04.12

04.12

10.12

「情報経済・産業ビジョン」

「u-Japan 政策」「u-Japan 政策」

IT戦略の
今後の在り方
に関する
専門調査会

03.7

05.4

05.3

総務省

経済産業省

内閣官房
ＩＴ戦略本部

05.12

e-Japan 戦略Ⅱ

評価専門調査会

産業
構造
審議会

情報経済・産業ビジョン情報経済・産業ビジョン
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ⅠⅠ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略策定への取組み戦略策定への取組み

ⅡⅡ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略の策定過程戦略の策定過程
１．１． ee--JapanJapan戦略戦略ⅡⅡの策定過程の策定過程
２．２． uu--JapanJapan政策の策定過程政策の策定過程

ⅢⅢ．日本の国家．日本の国家ITIT戦略の評価への取組み戦略の評価への取組み

ⅣⅣ．日本の次期国家．日本の次期国家ICTICT戦略について戦略について

Ｖ．Ｖ． 政策・戦略・パラダイム政策・戦略・パラダイム

一橋大学公共政策ワークショップ一橋大学公共政策ワークショップ
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国家ICT戦略策定に関わる対立軸と協調軸

首相官邸 ー 内閣官房 － 省庁
総務省 ー 経済産業省
総務省＋経済産業省 ー 他省庁
官 ー 民（産学民）
消費者（民） ー 供給サイド
中央 ー 地方
企業間
大学間
日本 ー 米国
日本 ー 韓国/中国
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「小さい政府」と「役立つ政府」へ「小さい政府」と「役立つ政府」へ

■「小さい政府」論
・財政均衡化と「小さい政府」論の大合唱

・『経済同友会 軽井沢アッピール２００４』
「公的部門の構造改革に政治の決断を求める」より抜粋

省庁別の硬直的な予算配分比率を組み替え、予算の質的転換
を図るために、「政策群」と「モデル事業」を拡充する。また、すべて
の政策について国民の視点からの成果目標の設定と事後評価の
徹底による予算サイクルを確立する。

■IT戦略本部評価専門調査会
・利用者視点の成果主義

・「電子政府」 の構築から 国民にとっての成果の見える
「電子行政」の展開へ



42

83Copyright (c) Nomura Research Institute, Ltd. All Rights Reserved. 

■「産学官民」連携
・産官学連携の限界・

・利用者視点の成果主義と産官学民連携
・「民」を誰が代表するか 「標準世帯」の終わり

出所）総務省電子政府の推進に関する調査結果報告書

区分区分 手続名称手続名称 件数（年）件数（年） オンライン件数オンライン件数 利用率利用率

専用システム 81,239,940 66,530,315 81.9

税関への輸出入関係手続き 43,913,205

検疫所への食品輸入手続 1,522,595

植物防疫所への輸入関係手続き 935,400

特許庁への特許申請手続き 2,037,738 90.0

汎用システム 856,840 6,352 0.7

手続きのオンライン件数と利用率手続きのオンライン件数と利用率
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主な中央省庁の電子申請主な中央省庁の電子申請

出所）日本経済新聞，「離陸できるか電子政府」，2004年８月２４日

省庁名 主な手続き
のべ利用

件数

通常の年間

申請件数

厚労省
年金受給資格など社会保険に関する
届け出

８，５００ １億５０００万

国交省 港湾・道路の利用届け出 ７，４００ ４０万

総務省 無線局の設置など電波利用の認可 ６，０００ ２６０万

法務省 企業の所在地や代表者の届け出 ８０ ３２６万

財務省 公益法人設立やたばこ販売業の認可 １ ６万１０００

（注）ネットでできる汎用的申請手続きを調査。
のべ利用件数は総務省 と財務省が04年3月末、厚労省が6月末、国交省と法務省は8月中旬。
財務省は国税庁を含まない。
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ユビキタスITの国際的なハブを志向する韓国
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８大新規サービス８大新規サービス ３大インフラ３大インフラ ９大新成長動力９大新成長動力

2.32.3ＧＨｚ携帯インターネットＧＨｚ携帯インターネット

ＤＭＢ（衛星ＤＭＢ（衛星//地上波）地上波）

ホームネットワーク・サービスホームネットワーク・サービス

テレメトリックス・サービステレメトリックス・サービス

ＲＦＩＤ活用サービスＲＦＩＤ活用サービス

Ｗ－ＣＤＭＡサービスＷ－ＣＤＭＡサービス

地上波ＤＴＶ地上波ＤＴＶ

インターネット電話（ＶｏＩＰ）インターネット電話（ＶｏＩＰ）

ブロードバンド統合網（ＢｃＮ）ブロードバンド統合網（ＢｃＮ）

ｕｕ‐‐センサー・ネットワークセンサー・ネットワーク（ＵＳＮ）（ＵＳＮ）

ＩＰｖ６導入ＩＰｖ６導入

次世代移動通信次世代移動通信

デジタルＴＶデジタルＴＶ

ホームネットワークホームネットワーク

ＩＴＩＴ ＳｏＣＳｏＣ

次世代ＰＣ次世代ＰＣ

インベデットインベデット Ｓ／ＷＳ／Ｗ

デジタルコンテンツデジタルコンテンツ

テレメトリックステレメトリックス

知能型ロボット知能型ロボット

韓国の韓国のuu--ＫｏｒｅａＫｏｒｅａ推進戦略と推進戦略とＩＴ８・３・９戦ＩＴ８・３・９戦略略
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国連世界情報社会サミットWSIS

「ユビキタスネットワーク社会の展望」

GENEVA2003
日本政府主催シンポジウム
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国連世界情報社会サミット国連世界情報社会サミット ジュネーブジュネーブ→→チュニスチュニス

サミットサミット
20032003
ジュネーブジュネーブ

政治的宣言政治的宣言

ジュネーブ行動ジュネーブ行動
計画計画

麻生総務大臣麻生総務大臣
「ユビキタスネッ「ユビキタスネッ

トワークへの取トワークへの取
組みの重要性」組みの重要性」

「ユビキタスネッ「ユビキタスネッ
トワークの展望」トワークの展望」
をテーマにシンをテーマにシン

ポジウム・展示ポジウム・展示

２００３年１２月２００３年１２月

プレッコム１プレッコム１

チュニスに向けたチュニスに向けた
ロードマップロードマップ

途上国に対する資途上国に対する資
金援助に関するタ金援助に関するタ

スクフォーススクフォース
（ＴＦＦＭ）（ＴＦＦＭ）

更新更新//協議協議

テーマ別会合テーマ別会合
地域会合地域会合

その他関連会合その他関連会合

インターネットガバナンスワーキンググループ（ＷＧＩＧ）インターネットガバナンスワーキンググループ（ＷＧＩＧ）

更新更新//協議協議 更新更新//協議協議 更新更新//協議協議

プレッコム２プレッコム２
（サブコミッティ（サブコミッティ××

１）１）

ＴＦＦＭ報ＴＦＦＭ報

告書の検告書の検
討討

最終文書最終文書
の検討開の検討開

始始

ＷＧＩＧ中ＷＧＩＧ中
間報告の間報告の

検討検討

テーマ別会合テーマ別会合

ユビキタスをユビキタスを
テーマとしたテーマとした
テーマ別会テーマ別会
合を日本で合を日本で
開催開催

プレッコム３プレッコム３
（サブコミッティ（サブコミッティ××

２）２）

ＷＧＩＧ最ＷＧＩＧ最

終報告の終報告の
考察考察

ＴＦＦＭ報ＴＦＦＭ報
告書の考告書の考

察の継続察の継続
（必要に応（必要に応
じ）じ）

最終文書最終文書
の折衝の折衝

サミットサミット
20052005
チュニスチュニス

政治的宣言政治的宣言

ジュネーブ行動ジュネーブ行動
計画の実施計画の実施

２００４年６月２００４年６月 ２００５年２月２００５年２月 ５月５月 ９月９月 １１月１１月

東京ユビキ東京ユビキ

タス会議タス会議
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In Search of the Path to In Search of the Path to 
the Global Ubiquitous Network Societythe Global Ubiquitous Network Society
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ユビキタスネットワークへの中国の取り組みユビキタスネットワークへの中国の取り組み

■「随意数字社会」建設
■日本からは桜井リコー社長、村上等が講演


